
Ⅰ．は じ め に

１．研究の背景及び目的

　IMC（Integrated Marketing Communication :  以下 IMCと表記）は過去30年間

にわたり，デジタルプラットフォームを用いて社内外のステークホルダー

と組織を統合するために，ニュー・テクノロジーを導入して進化してきた

（Tafesse & Kitchen, 2017）。しかし，今日になっても，IMCはまだ「大きな

可能性を持ち，進化し続けている発展途上の分野」であると記述されてい

る（Schultz et al., 2014, p. 459）。先行研究によれば，過去30年間，広告とマ

ーケティング・コミュニケーション分野で最も活発に研究されてきたトピ

ックの１つが IMCであるという（Schultz et al., 2015 ;  Tafesse & Kitchen, 

2017）。IMCは「ブランド・コミュニケーション計画に関わるステークホ

ルダー，コンテンツ，チャネル，および成果を戦略的に管理するための，

オーディエンス主導のビジネス・プロセスである（Kliatchko, 2008, p. 140）」
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とし，米国広告業協会とノースウェスタン大学の Schultzらが1991年共同

で行った先駆的な研究から今日に至るまで，時間とともに多様なテーマが

研究対象となってきた。すなわち，IMC概念は初期の「ワンボイス・ワ

ンルック（one voice, one look）」という戦術レベルから組織全体の管理に関

わる「戦略的ビジネス・プロセス（strategic business process）」へと進化し

てきたのである（岸，2016）。IMCの重要性は，広告及びマーケティング・

コミュニケーション分野の代表的なアカデミック・ジャーナルである

Journal of Advertising（2005年），Journal of Advertising Research（2004年），

Journal of Marketing Communications（1996年，2006年），European Journal 

of Marketing（2017年，第51巻３号）などが特集号のテーマとして「IMC」

を取り上げたこと 1）や，「IMC」という名称になった２つのジャーナルが

発刊されたこと（Journal of Integrated Marketing Communications, International 

Journal of Integrated Marketing Communications），そしてノースウェスタン大学

やシカゴ州立大学など一部の大学が IMC学科を開設したことも影響し，

ますます大きくなった。

　このように，IMCが注目を集めた主な理由はコミュニケーション・プ

ランニングの変化という多少議論の余地があるテーマと密接に関わってい

る。とりわけ，広告や PR，販売促進などといったすべてのマーケティン

グ・コミュニケーション手段のアイデンティティと関連しており，さらに

これはデジタルや ICT革命による消費者とのコミュニケーションのあり

方の変化によってより活発になった（Kliatchko, 2005 ;  Miller & Rose, 1994 ;  

Schultz & Schultz, 1998など）。すなわち，IMCという新たな概念は非常に説

得力があり，かつ妥当性のある提案である一方，IMCはマーケティング・

コミュニケーションの根本を揺るがすとともに，統合という観点から既存

1）　カッコ内は特集号の年度である。
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の様々な分野とも関連性を持つため，より活発な議論が展開されてきたと

考えられる。

　こうした活発な議論が行われていることを受けて，これまでの研究成果

を総括したり，方法論的な問題点を整理したりする努力が行われるように

なる（姜，2011 ;  Kerr, Schultz, Patti & Kim, 2008 ;  Kliatchko, 2009 ;  Šeri , 2016）。

すなわち，先行研究の動向を内容分析を通じて記述的に分析したり（姜，

2011 ;  Kliatchko, 2008 ;  Šeri , 2016），または IMCの定義や組織の問題，経営

者及びマネジャーの認識の変化など特定のテーマに焦点を合わせて分析す

る研究などが継続的に行われてきた（Kliatchko, 2009）。

　こうした状況の中で，本研究はこれまで行われてきた IMC研究をより

包括的な観点から検討し，理論としての発展過程を整理し，今後の IMC

研究の発展方向を探ろうとするものである。IMCという概念を提唱した

ノースウェスタン大学の Don Schultz名誉教授をはじめ，多くの研究者　　　　　

は IMCをコミュニケーションのニュー・パラダイムとして捉えてい　　　　　

る（Duncan, 2002 ;  Gould, 2004 ;  Schultz & Kitchen, 2000など）。パラダイム

（paradigm）とは，その時代や分野において当然のことと考えられていた認

識や思想，社会全体の価値観などが革命的にもしくは劇的に変化すること

を言う。つまり，我々が社会現象を観察し推測する上で使用される根本的

なモデルあるいは概念的フレームワークであり，研究者らには問題解決の

方法を提供し，どれが重要な問題なのかを判断するガイドラインを提示す

る。本研究は，IMCという概念をニュー・パラダイムとして捉えること

が妥当なのかという議論からはじめ，ニュー・パラダイムが到来し確立及

び精緻化される過程というフレームワークに依拠し，既存研究を分類・評

価することで，IMC研究がどのように発展してきたのか，そして今の状

況をどのように評価したらよいのかといった方向性を提示することが狙い

である。
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２．分析アプローチ

　本研究では，上記の研究目的を達成するために量的アプローチではな

く，解釈的な視点に立った質的アプローチを用いる。つまり，量的分析で

は見えにくい個別研究の意義を理解するため，研究者の経験をもとに研究

の意義を帰納的に付与する発展的設計（evolving design）を通じて IMCの

発展過程を分析する。研究方法（method）としては文献研究という質的ア

プローチを用いるが，方法論的（methodology）には解釈的アプローチ

（interpretive approach）を採択する。方法論は資料収集や分析方法のみを意

味する研究方法とは違い，問題提起や研究設計，資料の解釈及び適用など

を含む包括的概念として，あるいは研究の手段ではなくパラダイムとして

捉えられている（Hudson & Ozanne, 1987）。パラダイムとしての解釈的アプ

ローチは，マーケティングや消費者行動，広告などの研究で採択している

実証的アプローチとは異なり，実在の本質（nature of reality）は社会全体の

文脈（context）によって理解されるものであることを強調する。これは，

社会のあらゆる現象への理解は時間と文脈に基づき各研究者の洞察力

（insight）によって解釈されるべきだと仮定する（Lincoln & Guba, 1985）。

　こうした方法論的なパラダイムに依拠して，本研究は過去30年間，様々

な研究方法を用いて進められてきた「IMC研究の流れ」を時間と文脈に

基づいて解釈を試みる。つまり，IMCという概念が状況的文脈の変化に

よって異なった解釈をされる可能性があり，これらの変化を観察及び洞察

することは研究者固有の解釈的分析を通してのみ可能になる。実験などを

通じてある現象の一部を正確かつ客観的に測定しようとする実証主義的ア

プローチより，該当現象の全体像を摑もうとする解釈的アプローチが本研

究の目的により合致するものと考えたのである。解釈的アプローチによる

方法論は質的研究に該当し，ここでは信憑性（trustworthiness）という妥当

性を確保することが最も重要である。信憑性の確保は，詳細な説明（厚い
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記述：thick description）や研究者が設計した一連のシステムによる分析など

を通じて可能であると言われている（Geertz, 1973）。

Ⅱ．科学革命とパラダイム

１．通常科学とパラダイム

　科学革命とパラダイムは，Kuhn（1970）が科学の発展を説明するために

導入した概念であり，20世紀後半の現代思想に多大な影響を及ぼしたもの

と評価される。彼の理論は学問分野ばかりでなく，我々の日常生活に至る

まで，人間が営むあらゆる分野にまたがるようになっている。彼の言うパ

ラダイムは，科学の本質に大きな影響を与えた Popperの反証主義論

（falsification theory）を覆す新たな理論として，今でもなお普遍的に支持を

得ている科学哲学の概念である（柴谷篤弘，1998）。

　科学の発展はまず「前科学」から始まる。前科学というのはその分野に

まだパラダイムが存在していない時代の科学である。パラダイムとは「一

般に認められた科学的業績で，一時期の間，専門家に対して問い方や答え

方のモデルを与えるもの」である 2）。つまり，パラダイムというのは現場

の科学研究を先導する具体的指針であり，何が該当分野における科学また

は非科学的なものなのかを明確に区別するための基準を与えてくれる。そ

のため，パラダイムが存在している分野においては，研究者らは直ちにそ

の分野の科学的問題に着手することができる。このパラダイムを獲得して

初めてその分野は「科学」になりえることができるのである。

　前科学の段階においては，このパラダイムが獲得されていない。したが

って，その時期の研究者は様々な独断的で未熟な理論を打ち出していく。

それゆえに，１つのある現象に対して，多数の論者が自分の考えを主張

2）　Kuhn, T. (1970),  中山茂訳（1971）まえがき。
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し，競い合うという状況が起こってくる。パラダイムがないゆえに，問題

を解決するためにとるべき方法も，そのために用いられる観測データに関

する共通の基準もなかったのである。それによって，それぞれの研究者が

自分の理論こそ科学として正当であると主張し，学界において論争が起こ

り始める。しかし，その中に「他の対立する科学研究活動を放棄して，そ

れを支持しようとする特に熱心なグループを集める」 3）ような理論が現れ

ることがある。そのような理論が整備されてパラダイムになり，研究はよ

り一層精緻になり，その分野の学問に対する理解は深まっていく。このよ

うな時期を「通常科学」と呼び，それは「パラダイムによって特に明らか

にされる事実，知識の拡張や，それらの事実とパラダイムによる予測との

間の一致の度合いの増大，そしてさらに，パラダイム自体の整備の過程」 4）

と定義されている。

　我々が考えている通常のイメージにおいての「科学」とはこの時期のこ

とを示している。つまり，パラダイムこそが研究を進めるための指針であ

り，研究者らが厳守しなければならないものである。したがって，パラダ

イムを放棄するということはその学問分野から撤退するということに他な

らないのである。また，通常科学の時期においての学問は，上記のような

性質を持っているためにパラダイムから生じた後始末的な仕事を，ただ盲

目的にやっていくだけという色合いを持っているのも事実である。この時

期においては，科学というのは右肩上がりに進歩していくのである。とこ

ろでパラダイムというものは初めから完全にその分野における諸問題を解

き明かしているのではなく，これからとされるべき多くの問題を残してい

る。それを研究者らは扱っていくのであるが，時々既存のパラダイムでは

扱うことができない，つまりパラダイムから導くことができない様々な事

3）　Kuhn, T. (1970),  中山茂訳（1971）１頁。
4）　Kuhn, T. (1970),  中山茂訳（1971）27頁。
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実が現れることがある。それは「変則事例」と見なされる。

　そのような変則事例が現れた場合，研究者らはすぐにそのパラダイムを

放棄しようとはせず，その事例を当のパラダイム内での問題として扱う。

パラダイムを修正することによって，変則事例を上手く解決しようとする

のである。そしてそれは，付加的な理論を追加したり，実験の方法が誤っ

ていたとするような方法でなされるのである。しかし，すべての変則事例

が上手く説明されるというわけではなく，既存のパラダイムが扱えないよ

うな事実というのは次々と蓄積されていく。それらの問題は未解決のまま

に放置されることが多い。ここにきても研究者らはまだパラダイムを放棄

しようとはしないが，その変則事例を何とか解決しようとした時間に比例

するように，パラダイムに対する疑惑の念が生まれてくる。こうして変則

性の認識が研究者間に深く浸透していくことによって，その分野は「危

機」と呼ばれる状態になる。

２．異常科学の出現

　この危機が醸成された時期の科学を通常科学に対比させて「異常科学」

とも言う。異常科学の時期においては変則性そのものが研究者に注目され

るものとなる。ここにきて研究者らはその変則事例を解決しようとして，

各々が様々な方法を考案しては既存のパラダイムを修正したり，再整備し

なおそうとする。そのために，パラダイムの定めたルールは徐々に緩いも

のとなり，パラダイムが何であるかという意見の一致さえもなくなってい

き，最後にはパラダイムそのものを疑うようになっていくのである。しか

し，ここにきても研究者らはまだ既存のパラダイムを放棄しようとしな

い。パラダイムを放棄するということは，科学という活動を放棄するとい

うことに他ならないからである。そしてこのような危機は次の３つのやり

方のどれかで終結する。第１に，パラダイムに対する不信感が高まってい
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るのにもかかわらず，通常科学がその問題を究極的に扱って，見かけの危

機が克服される。第２に，現在の研究者では解くことができないので，そ

の変則事例は次の世代へと残される。第３に，新しいパラダイム候補が現

れ，その受容をめぐる戦いを経て危機が終焉する場合である。

　異常科学の時期には，パラダイムの拘束力が緩んだことにより，様々な

理論が出現するということは先ほど述べた。そのような理論の中に既存の

パラダイムとは大きく異なる変革的なものが生まれてくる。これは通常科

学においては決して起こらない現象であり，危機が醸成されてこそありう

るべき事態なのである。しかし，Kuhn（1970）はそのような新しいパラダ

イムになりうる考えのヒントの出現は，研究者の個人的な心理によるとこ

ろが大きいのであり，「永遠に不可知にとどまる」 5）と述べている。しかし，

このような革新的な理論に到達できるのは，ほとんどがその分野に新しく

入ってきた若手研究者だとしている。それらの人々は既存のパラダイムに

よる拘束の影響を，それほどまでに受けていないからである。そのため，

新しい考えに至りやすくなるというのである。

３．パラダイムの選択問題

　このようにして誕生したニュー・パラダイムと既存のパラダイムは競合

するようになる。これからは，この新旧パラダイムの選択が大きな問題に

なってくる。２つのパラダイムの選択は，論理や実験だけによってはっき

りと決まるような性質のものではないからである。ニュー・パラダイムと

いうのは，旧パラダイムでは扱いきれなかったことを説明することができ

る。それゆえに支持されるのであるが，その選択は決してある１つの合理

的な基準によってなされるわけではないのである。なぜなら，パラダイム

5）　Kuhn, T. (1970),  中山茂訳（1971）102頁。
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というのはそれぞれ世界を全く違った構成要素からなるものとして見なす

からである。競合するパラダイムというのは世界に対する基本的な認識か

らして，お互いに相容れないのである。同一の基準でもって比較すること

ができない。何が問題であるかについて，互いのパラダイムは意見が一致

しないのであるから，パラダイム間の選択は反証主義者が述べているよう

に反証例によって論理的に行われるというわけではないのである。また，

科学理論を判断する際に絡んでくる要因が多いというのもその理由の１つ

となる。競合するパラダイムの支持者らは，お互いに自らのパラダイムの

基準を前提としているために，決して相手の前提を認めようとはしない。

それゆえに，相手の理論によって説得されるということはありえないので

ある。このために，Kuhn（1970）はパラダイムの変換を，政治革命になぞ

らえて「科学革命」と呼ぶ。そしてそれは「ここで科学革命というとき，

それはただ累積的に発展するのではなく，古いパラダイムがそれと両立し

ない新しいものによって，完全に，あるいは部分的に置き換えられる，と

いう現象」 6）なのである。

　以上のように，科学には競合する様々な理論から最も優れた理論を選択

するための理論的・合理的基準が存在している。そして詳細に観察，研究

していくことにより，古い理論を包み込むように新しい理論ができ上がっ

てくる。こうして新旧の理論の間には包括関係が生まれることになり，そ

れによって理論はどんどん大規模化していき取り扱うことのできる事象が

増えていくのである。Kuhn（1970）はそのような発展の仕方は科学の実情

を無視した，あまりにも科学を神聖化しすぎた科学観だとして非難した。

実際の科学というのは決してそのようなやり方で発展するわけではない。

つまり，科学革命によって通常科学によって培われてきた連続性が断たれ

6）　Kuhn, T. (1970),  中山茂訳（1971）104頁。
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るという，科学の断続的な展開という視点を与えたのである。ただし

Kuhn（1970）自身は，「科学革命によるパラダイム交代によって，非累積

的ではあるが，確かに科学は歴史的に進歩している」 7）と考えている。つ

まり彼は，科学は客観的なデータと合理的な論理によって絶対的な真理を

目指して連続的に発展してきたと考える「科学の虚像」に反対したにすぎ

ない。特に，自然科学とは異なり，社会科学ではニュー・パラダイムが既

存のパラダイムに取って代わるのではなく，以前のパラダイムと共存する

ことも可能である。つまり，現象を説明する複数のパラダイムが共存でき

るよう，互いに補完し合ってさらなる発展につながることも可能だと述べ

ている。

　そこで本研究は，上述したパラダイムの枠組みの中で IMC研究を考察

し，その意味を解読しようとするものである。既存の研究が特定のテーマ

に焦点を当てミクロ的な視点から文献レビューを行ってきたとすれば，本

研究はよりマクロ的な視点からこれまでの IMC研究を眺めてみようとす

るものである。以下では，まず第１に IMCという概念がどのような背景

から出現したのかを踏まえた上で，IMCの定義や枠組みがどのような変

遷を辿ってきたのかを探求する。第２に，IMC概念がどのような議論を

引き起こしているのか，そしてどのように位置づけられるべきものなのか

を分析する。第３に，これまでの IMC研究がどのような精緻化過程を経

て発展してきたのか，いくつかのテーマごとに分類して考察する。最後

に，IMC研究がパラダイムの枠組みの中でどのように解釈されるべきな

のかを論じる。

7）　Kuhn, T. (1970),  中山茂訳（1971）180-188頁。



IMC研究の発展過程と今後の課題（姜）　69

Ⅲ．IMC概念の進化

１．IMC登場の背景

　IMCが初めて紹介された1980年代後半から1990年代初頭に至る時期の

文献では，ニュー・パラダイムが提案されるべき特別な兆候は見られなか

った（表１参照）。当時，IMC概念が登場した背景には，主に媒体コスト

の上昇によるマス広告の効果が減少したことや，広告ベースのマーケティ

ング・コミュニケーション活動にプロモーション手段の販売促進（SP）や

PRなどを結合することでさらに大きなシナジー効果が得られることが挙

げられる（Nowak & Phelps, 1994）。既存研究では，広告と販売促進を連携さ

せ，統合的に実施することによって効果を増幅させることが可能であると

指摘しており，マーケティングと PRとの統合的効果を強調する研究も増

加傾向にあった（Caywood & Ewing, 1991 ;  Niederquell, 1992 ;  Torp, 2009）。特

に，Jones（1995）の場合，広告と販売促進の統合活動はそのコミュニケー

ション価値が単に１＋１が２になるのではなく，３にも４にもなりうるシ

表１　IMC登場背景の変化

1980年代後半～1990年代初頭 1990年代後半～

・媒体コストの上昇
・マスメディア効果の減少
・ 広告と販促活動のシナジー効果の
期待
・ 全社的経営プロセスにおける統合
の必要性増大

・情報技術の進展
・デジタルデバイスの普及
・デジタルメディアの出現
・メディアの細分化
・マスメディア効果の減少
・消費者の情報処理プロセスの変化
・ マーケティング・コミュニケーシ
ョンに対する認識変化
・ グローバリゼーションによる競争
激化
・ブランド構築の重要性増大

出所：筆者作成。
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ナジー概念を提示した。しかし，こうした統合の概念はとりわけ「目新し

いものではなく」，アメリカでマーケティングという概念が登場した時期

から長い間言及されてきた。例えば，Levitt（1960）はマネジメント全過程

の統合の必要性を訴えながら「マーケティングは経営そのものである」と

強調した。なお，広告及びメディア・プランニング関連のテキストでは，

４つのプロモーション手段である広告，販売促進，人的販売，PRの調和

のとれたプランニング作業が重要だと指摘している（Jugenheimer, Barban & 

Turk, 1992 ;  Jugenheimer & Turk, 1980 ;  Scissors & Bumba, 1982）。

　要するに，IMCが出現した1990年代以前の状況変化とは媒体コストの

上昇やマス４媒体の影響力低下などといった外部環境の変化要因と，以前

から言われてきたプロモーション諸手段（AD, PR, SP, PS, Eventなど）の統

合の必要性がより一層高まり，それによって IMCが提案されたものと考

えられる。ただし，一部の文献では IMCという概念が提案された意義を，

① 統合の概念があまり進化を見せておらず，企業内のエゴイズムが蔓延

している状況を認識したこと（Kerr et al., 2008），② マーケティング・コミ

ュニケーション機能の戦術的統合ではなく，戦略的統合の必要性が高まっ

たこと（Duncan & Everett, 1993）などから見出そうとした。したがって，初

期の IMCは従来から議論されてきた概念を整理し，さらにそれを独自に

発展させようとしたものと考えられる。

　しかし，1990年代後半または2000年代初期に入り，IMC文献ではかつ

ては見られなかった多様な変化が現れるようになる。例えば，ニューメデ

ィアの出現による媒体の細分化やマス４媒体の影響力低下，顧客情報管理

を可能にした情報技術の進歩，マーケティング・コミュニケーションへの

認識の変化，グローバリゼーションによる競争激化，消費者の情報処理プ

ロセスの変化などは，コミュニケーション問題に根本的な変化をもたらし

た。つまり，従来のやり方ではコミュニケーションが困難であり，パラダ
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イムの異常現象（Anomaly）に該当するような変化が見られたのである

（Kitchen et al., 2004 ;  Kliatchko, 2005 ;  Luck & Moffatt, 2009など）。

　こうした現象を具体的に見ると，デジタルメディアをはじめとするニュ

ーメディアの登場とそれによるメディアの細分化は消費者の接する媒体数

を増やし，伝統的なマス４媒体の影響力をさらに減少させた。さらに，そ

れらは消費者の媒体利用及び情報処理プロセスに大きな影響を与え始めた

のである（Kitchen et al., 2004 ;  Madhavaram et al., 2005）。これにより，消費者

はかつてないほど多くの情報を容易に入手するようになった。消費者はよ

り積極的になり，より選択的な情報処理が可能になった。なお，かつてよ

り多くのトピックに興味を示したり，自分の意見をより積極的に発信した

りするなど，製品やブランドに対する消費者の情報処理プロセスに根本的

な変化が起き，こうした変化は新しいコミュニケーション方法の必要性が

一層高まったことを意味する（Dunkin & Lawlor, 2001 ;  Eagle & Kitchen, 2000 ;  

Schwartz, 2001）。

　したがって，1990年代初期の IMC文献において言及される登場背景と

2000年以降の文献で示されている登場背景には大きな違いが見られる。特

に，最近ではモノのインターネット（Internet of Things, IoT）や人工知能

（Artificial Intelligence, AI）など，高度な ICT化に対応した情報基盤技術の進

歩，スマートフォンやタブレットなどの持ち運びが簡単なデジタルデバイ

スの普及，SNSやソーシャルメディナなどデジタルメディアの登場と消

費者意識の変化，グローバリゼーションなどは，2000年以降の IMC文献

で強調されるものであった。当時アメリカの市場状況と今日デジタル経済

の急速な進展によって IMCについての理解と関心がより一層高まったも

のと考えられる（Kang, 2016 ;  Kliatchko, 2009）。



72

２．IMCの定義

　上述のように，「統合」という概念は広告やマーケティング関連の文献

で古くから言及されており，特に目新しいものではない。学問的・実務的

なレベルで本格的に議論されたのはマーケティング分野の実務家及び研究

者らが IMC概念の戦略的活用の重要性について認識し始めた1980年代後

半からである。IMCは1989年米国広告業協会の支援のもと，ノースウェ

スタン大学の Schultzらの研究グループによって提唱された（Duncan & 

Everett, 1993）。彼らは，「IMCとは広告，直接反応広告，販売促進，PRな

どの様々なコミュニケーション手法の戦略的役割を評価し，それらを組み

合わせることにより，明確さと一貫性及び最大限の効果を実現するため

の，包括的コミュニケーション計画の付加価値を認識したマーケティン

グ・コミュニケーション計画立案の概念である（p. 33）」と定義した

（Duncan & Everett, 1993）。当時アメリカの広告業界では広告主における

IMCの必要性が次第に高まる中，米国広告業協会がそれを真っ先に対応

すべき課題として認識し，学界に研究プロジェクトを発注したことが発端

である。また，Caywood & Ewing（1991）によれば，1980年代半ばに開設

したノースウェスタン大学がコーポレート PR学科とダイレクトマーケテ

ィング学科と，それ以前からあった広告学科の３つをそれぞれ独立して運

営していたが，上述の広告業界を取り巻く環境変化により，これら３分野

のカリキュラム統合の必要性を認識し，具体的な導入方法を模索し始めた

と記述している。

　IMC概念が Schultzをはじめノースウェスタン大学の研究グループによ

って提案されたことを勘案すると，IMCの必要性は以前から多くの研究

者及び実務家がすでに認識していた概念をより戦略的かつ高次元に昇華さ

せたものと見られる。同時期に，Keegan et al.（1992）は，IMCを「認知

されたブランド価値に影響を与えるため，組織によるあらゆるメッセージ
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と媒体の戦略的調整プロセスである（p. 631）」と定義した。さらに，

Schultz（1993）は「IMCとは消費者とブランドや企業とのすべての接点を

メッセージ伝達のチャネルと考え，ターゲットの購買行動に直接影響を与

えることを目的とする。消費者から出発し，あらゆる手段を駆使して，説

得力のあるコミュニケーションを実践するプロセスである」（p. 21）とし

ている。

　こうした初期の定義は，広告や販売促進，PRなど企業が発信する統制

可能な情報を統合することに焦点が当てられており，「ワンボイス・ワン

ルック」という視聴覚要素の一貫性を目指す戦術的統合が強調された。つ

まり，広告以外のあらゆる手段を統合し，最適なコミュニケーションを計

画するプロセスという概念を出発点としたと言えよう。

　このように，「ワンボイス・ワンルック」という戦術的統合にとどまっ

ていた IMCの概念的定義は，2000年代初期に入り，大きく変貌を遂げる。

つまり，情報及びメディア環境の変化や消費者環境の変化，そして企業の

マーケティング環境の変化が急速に進んだことから，IMC概念をめぐっ

て少なからぬ論争と議論が繰り広げられ，さらなる概念の精緻化過程を経

るようになる。初期の定義が「ワンメッセージ（one message）」というコ

ンセプトに焦点を当てたものとすれば，2000年代の定義はコミュニケーシ

ョンの内容や対象範囲の拡張が行われるとともに，メッセージ開発だけで

なくメッセージの統合を実現するための組織やプロセスの問題にまで議論

の幅が広がるなど，IMC概念は革新的な進化を遂げる（表２参照）。

　Kotler et al.（1999）は，IMCとは「明瞭で，一貫しており，注目せずに

はいられないような，組織と製品に関するメッセージを伝えるために，企

業が注意深く多くのコミュニケーションチャネルを統合し，調整する概念

である（p. 726）」と定義した。ここで注目すべきは，製品のみならず組織

のコミュニケーション問題にまで IMCの範囲を拡張しており，また IMC
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表２　IMC定義の進化

著者 年度 定　　　義

AAAA＊ 1989

広告，直接反応広告，販売促進，PRなどの様々なコミュ
ニケーション手法の戦略的役割を評価し，それらを組み
合わせることにより，明確さと一貫性及び最大限の効果
を実現するための，包括的コミュニケーション計画の付
加価値を認識したマーケティング・コミュニケーション
計画立案の概念である

Keegan 
et al.

1992

認知されたブランド価値に影響を与えるため，組織によ
るあらゆるメッセージと媒体の戦略的調整プロセスであ
る

Schultz 1993

消費者とブランドや企業とのすべての接点をメッセージ
伝達のチャネルと考え，ターゲットの購買行動に直接影
響を与えることを目的とする。消費者から出発し，あら
ゆる手段を駆使して，説得力のあるコミュニケーション
を実践するプロセスである

Kotler 
et al.

1999

組織と製品に関する明確かつ説得力のあるメッセージを
伝達するため，会社が多くのコミュニケーションチャン
ネルを注意深く統合・調整する概念である

Duncan 
et al.

2002

顧客及び他の利害関係者に送られるすべてのメッセージ
を戦略的に統制し，データに基づいて意味のある対話を
行うことにより，彼らと価値ある関係を構築し発展させ
るための，機能横断的プロセスである

Fill 2002

ステークホルダーがコア的ブランド命題を補強するよう
な形で知覚する一貫性をもって調整されたメッセージの
戦略的な開発・伝達・対話と結びついたマネジメントプ
ロセスである

Schultz & 
Schultz

2004

消費者，顧客，見込み客，その他の組織内部及び外部の
関係者を対象に，継続的に実施され，調整される，測定
可能な説得的ブランド・コミュニケーションを企画・開
発・実行・評価するために使用される，戦略的なビジネ
ス・プロセスである

Kliatchko 2008

ブランド・コミュニケーション計画に関わる利害関係者，
コンテンツ，チャネル，及び成果を戦略的に管理するた
めの，オーディエンス主導のビジネス・プロセスである

　＊　American Association of Advertising Agencies（米国広告業協会）
出所：Kerr et al.（2008, p. 515）をもとに著者が手を加え作成した。
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実行の主体を企業と規定していることから，IMCがマーケティング機能

を超える概念であることを明らかにしたという点にある。こうした流れを

受け，Schultz & Schultz（2004）は従来の概念とは一線を画す革新的な新

しい定義を提案した。彼らは，IMCを「消費者，顧客，見込み客，その

他の組織内部及び外部の関係者を対象に，継続的に実施され，調整され

る，測定可能な説得的ブランド・コミュニケーションを企画・開発・実

行・評価するために使用される，戦略的なビジネス・プロセスである（p. 

26）」と定義した。IMCをマーケティング・レベルではなく全社的なビジ

ネス・プロセスと規定し，コミュニケーションの対象範囲を消費者と潜在

顧客だけでなく多様な利害関係者にまで拡張したのである。また，IMC

を短期的なキャンペーンではなく，時間の流れに沿って継続的に観察かつ

管理すべきビジネス・プロセスであることを強調している点でも大きな進

歩であると評価できるだろう。

　次は，Duncan（2002）の提案した IMCの定義を紹介しておこう。彼は，

IMCを「顧客及び他の利害関係者に送られるすべてのメッセージを戦略

的に統制し，データに基づいて意味のある対話を行うことにより，彼らと

価値ある関係を構築し発展させるための，機能横断的プロセスである（p. 

18）」と定義した。これは，IMCを顧客や利害関係者との間に有益な関係

を構築していくプロセスとして捉えている点から注目を集めた。さらに，

同じ時期に，Fill（2002）は「IMCとはステークホルダーがコア的ブラン

ド命題を補強するような形で知覚する一貫性をもって調整されたメッセー

ジの戦略的な開発・伝達・対話と結びついたマネジメントプロセスである

（p. 15）」としている。すなわち，IMCとは顧客や利害関係者との間にマー

ケティング・コミュニケーション活動によって有益な関係を構築し維持す

るためのマネジメントプロセスであり，具体的にはブランド体験の戦略的

かつ統一的なコミュニケーション展開及びマネジメントであると同時に，
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消費者の購買行動に直接影響を与えることを目的とした管理プロセスであ

ると言える。

　さらに，Kliatchko（2008）は過去に提案された IMC定義に共通する要

素として，⑴ 利害関係者（消費者以外の多様な利害関係者を含む），⑵ コンテ

ンツ（消費者の生成するコンテンツや企業との相互作用を含む），⑶ チャネル

（広告，PR，その他の様々なコミュニケーションチャネル利用），⑷ 成果（顧客生

涯価値，顧客投資価値，ROCIなどの財務指標）という４つの柱を抽出し，

IMCとはこれらの特徴を備えたブランド・コミュニケーションを示す概

念及びプロセスであると主張すると同時に，次のような定義を提示した。

IMCとは「ブランド・コミュニケーション計画に関わる利害関係者，コ

ンテンツ，チャネル，及び成果を戦略的に管理するための，オーディエン

ス主導のビジネス・プロセスである（p. 140）」。

　こうした多様な次元の IMC概念を段階的に発展もしくは進化するとい

う見解を示した研究もある。Duncan & Caywood（1996）は，① 環境変化

の知覚，② イメージの統合，③ 機能的統合，④ 組織的統合，⑤ 顧客ベー

スの統合，⑥ ステークホルダー・ベースの統合，⑦ 関係性管理の統合と

いう７段階の進化プロセスを提唱した。ここでは戦術的統合から戦略的統

合へ，及び狭義の関係性から広義の関係性の統合へという視点が示されて

いる。

　次は，現在でもよく使用されている Schultz & Schultz（2004）による

「４段階の発展過程」モデルである。第１段階は「ワンボイス・ワンルッ

ク志向」によるマーケティング・コミュニケーションの戦術的統合を図る

段階である。IMCという概念が従来のマーケティング・ミックス（４P）

やプロモーション・ミックスという概念と比べ特段の違いが見られないこ

とから，「特に目新しいものではない（Nothing New）」，「IMCはマネジメ

ントの一時的な流行に過ぎない（Management Fashion?）」といった批判が
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あったのは，おそらく IMC導入時の解釈，または実践の大半がこの段階

に留まっていたからであろう（岸，2016）。第２段階は，見た目の一貫性よ

りも消費者に知覚されるイメージの一貫性を重視して，既存のプロモーシ

ョン・ミックスの範囲を超えて，ブランドとのあらゆる接点を活用するこ

とにより，「マーケティング・コミュニケーション範囲の再定義」が行わ

れる段階である。第３段階では「ITの活用」によりターゲット市場に及

ぼす統合コミュニケーションの影響を評価する。顧客のデータをコミュニ

ケーション・プランニングで効果的に活用し，顧客に関する情報を知識に

変換する。第４段階では「財務的・戦略的統合」を志向し，投資収益率

（ROI）や顧客投資収益率（ROCI）の観点からマーケティング・コミュニケ

ーションの成果を継続的に監視する仕組みを持ち，顧客に対する情報とイ

ンサイトを活用して，全社及び評価可能な行動反応を重視している。その

ような顧客価値を高めるためには，従来の縦割り組織ではなく，顧客と見

込み客を中心に据えて，生産，マーケティング，ロジスティクス，財務と

いった諸機能を統合する組織構造が望ましいとしている（pp. 50-53）。

　以上のように考えると，初期の IMCは，マーケティング・コミュニケ

ーションの諸手段の使用に当たっては明瞭かつ一貫したイメージやポジシ

ョン，メッセージ，テーマを持つべきであるという「ワンボイス・ワンル

ック」の観点から提案された概念であったが，その後，情報技術の進展や

ニューメディアの出現などといったコミュニケーション環境の変化ととも

に，初期に提案された概念が研究者・実務家との間の激しい論争を通じて

拡張及び精緻化されながら，パラダイムとしての面貌を備えるに至ったの

である。

　つまるところ，パラダイムとしての IMCはかつての消費者観点の広告

コミュニケーション概念から脱し，様々なブランド接点の統合的設計管理

という概念に拡張されており，また，効果的なメッセージ及びメディア・
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プランニング視点から，さらに一歩進み，製品のイメージと消費者行動の

変化を総合的に考慮してメッセージ及びメディア・プランニングを行うべ

きだという「プランニング・メソッド」の変化，そしてより効果的な

IMCを実行するための多様なパートナー組織の変化（広告主，広告会社，メ

ディアレップ，媒体社など）などを含む幅広い領域をカバーする概念として

進化してきた。すなわち，IMCは戦術的統合を出発点とし，プロセス重

視の戦略的統合を経て，組織的統合へと至るという幾度かの変遷をたどっ

てきたと言えよう。

３．IMCの統合的枠組み

　一部の IMC研究では，これまでに提案された IMC概念をより具体化か

つ精緻化するために，多様な視点からの枠組みやモデルが提示された

（Duncan & Moriarty, 1998 ; Hartley & Pickton, 1999 ; Nowak & Phelps, 1994 ;  

Tafesse & Kitchen, 2017）。ここでは，観点が違う４つの代表的な IMCモデ

ルを紹介する。初期の IMCモデルは，IMCにおけるコミュニケーション

のカテゴリーを明確にすべく，それらを類型化したものである。しかし，

メディア環境の劇的な変化が加速化し，IMC概念が拡張及び精緻化され

るにつれて，やがて戦略的統合の概念を説明するモデルが提案されるよう

になった。例えば，Nowak & Phelps（1994）は顧客データベースを活用し

て市場とメッセージの統合を目指すもので，マーケティング・キャンペー

ンレベルの統合を意図している（図１参照）。具体的に，彼らは ① ブラン

ドまたはイメージ中心の広告と，② 販売促進やダイレクトレスポンス広

告のような行動志向的コミュニケーション手段の区分が徐々になくなって

いると指摘した。したがって，① 認知や態度次元の目的と行動的次元の

目的を同時に達成できる広告戦略と，② 消費者の即時的な行動反応を誘

導しながら，顧客との長期的な関係性を構築するために顧客データベース
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を構築していく実行戦略に対する要求が高まっていることを指摘してい

る。また，業種や競争状況に応じて適用される IMC手法が異なる場合が

ある。例えば，ブランド資産の重要性やそのブランド資産を構築するため

のマスメディアの役割が強調され，既存顧客の維持ではなく新規顧客の獲

得が費用対効果の高い業種や競争環境では，一貫性のあるメッセージ中心

の IMCがより重要性を帯びてくる。一方，ブランド資産に劣らず，顧客

とのワン・ツー・ワン・コミュニケーションが強調される熾烈な競争によ

り，既存顧客の離脱率が高く，新規顧客の獲得がコストの高くつく業種で

は，一貫したメッセージ中心の IMCよりは顧客との関係性重視の IMCが

一層重要性を増してくると言えよう。

　Nowakらの枠組みが Schultzらの IMC発展段階モデルの第１段階に相

当するのに対して，次の Hartley & Pickton（1999）のモデルは，組織レベ

ルでのコミュニケーション統合にフォーカスを当てている。すなわち，彼

らは IMCの実行がより円滑に行われるためにはプロモーション手段の統

合や制作物の統合を超えて多様な次元からコミュニケーションの統合が行

戦術志向

統合広告

PR ブランド
広告

マーケティング・データベース
市場

戦略＆戦術
メッセージ
戦略＆戦術

メディア
戦略＆戦術

消費者
販売促進

DM
広告

IMC キャンペーン

戦略志向

イメージ志向 行動志向

図１　Nowak & Phelps （1994）による IMC の枠組み

　出所：Nowak & Phelps (1994), p. 57より作成。
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われるべきだと主張し，IMCの適用範囲をコーポレート・コミュニケー

ション，マーケティング・コミュニケーション，コンシューマー・コンタ

クト（プロモーション）の３つのレベルに分類して説明している（図２参照）。

具体的に，コーポレート・コミュニケーションレベルでは企業広告や企業

スポンサーシップ，企業 PR，コーポレート・アイデンティティ，企業イ

メージなどが含まれている。マーケティング・コミュニケーションレベル

では，ブランド PRやブランド・スポンサーシップ，製品広告，マーチャ

ンダイジング，インセンティブ・プロモーション，購買時点販促などが管

理対象となっている。最後のコンシューマー・コンタクトでは，展示会や

トレードショー，直接反応マーケティング，インターネット・マーケティ

ング，テレマーケティング，店頭販売，直接販売，顧客サービスなどが管

理の対象となっている。また，これら３つのレベルは「一方向性 vs. 双方

向性」といったコミュニケーションによる情報の流れと，「オーディエン

一方向 対話 双方向

非人的
コミュニケーション

人的
コミュニケーション

企業広告 顧客サービス
スポンサーシップ POSディスプレイ 流通業者のセール
企業PR          インセンティブ販促 ダイレクト販売
アイデンティティ マーチャンダイジング 店頭販売
企業イメージ 製品広告 テレマーケティング

ブランド・ ダイレクトレスポンス
スポンサーシップ ネットマーケティング

ブランドPR 展示会
小売業マーケティング

大衆 ターゲット・セグメント 個人

総合マーケティング・コミュニケーション

コーポレート
コミュニケーション
マネジメント

マーケティング
コミュニケーション
マネジメント

消費者接点
　　マネジメント

図２　Hartley & Pickton （1999）によるIMCの枠組み

　出所：Hartley & Pickton (1999), p. 103により作成。
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ス vs. 個人」といった訴求対象によって使い方が異なることを示している。

彼らのモデルは，各レベルにおけるコミュニケーション手段を意識しなが

らも，あくまでも IMCにおける「統合」それ自体の理解や解釈に重点が

置かれている。

　Duncan & Moriarty（1998）は，コミュニケーションとマーケティング

の理論を横断的に概説し，関係性管理のためのコミュニケーション・ベー

スのマーケティング・モデルを提示した（図３参照）。Hartleyらの枠組み

と同様に，彼らの枠組みも組織レベルでの統合を目指しており，コミュニ

ケーションの範囲を全社レベル（企業理念，企業文化など），マーケティン

グ・レベル，マーケティング・コミュニケーションレベルの３レベルに分

類して説明している。顧客との継続的な関係性を構築するため，消費者と

のコンタクト・ポイントを中心に，すべての企業活動やツールをコミュニ

ケーション・メディアと捉え，それらを包括的に統合・管理していくとい

コーポレート・レベル（メッセージ・ソース）
管理　製造　マーケティング　財務　人事　監査

部門横断的ブランドエクイティ（IM）チーム

マーケティング・レベル（メッセージ・ソース）
製品ミックス　価格ミックス　マーコムミックス　流通ミックス

部門横断的 IMC チーム

マーケティングコミュニケーション・レベル
（メッセージ・ソース）

人的販売　広告　販売促進　DM　PR　パッケージング　イベント

他の利害関係者
従業員
投資家
金融機関
政府
監督機関

消費者
地域コミュニティ
メディア
利益集団

流通業者
サプライヤー
競争

顧客

ブランド価値

ブランド・リレーションシップ

相互作用性

図３   Duncan & Moriarty（1998）による IMCモデル

　出所：Duncan & Moriarty (1998), p. 9により作成。
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うスタンスをとっている。具体的には，相互作用コミュニケーションを含

めて企業の発信するあらゆるコミュニケーションを含む様々なメッセージ

を統合し，利害の異なる多様なステークホルダーとの関係を統合すること

により，顧客との継続的な関係を構築しブランド価値を高めるための全社

的マネジメントとして構想されている（岸，2016）。

　上記の IMCの概念枠組みをベースに，Tafesse & Kitchen（2017）は

「IMCの統合的枠組み」を提案した（図４参照）。Tafesseらは上記３つの

枠組みが交差する理論的領域として，「組織内支援過程」，「統合範囲」，

「統合戦略」，「統合様式」，「IMCの成果」という５つの構成概念を抽出し

た。図４は，これらの構成概念間の関係を統合的に示したものであり，企

業の IMC活動を決定する主要な要因として位置づけられている。すなわ

ち，「組織内支援過程」は IMC活動の先行要因となり，「IMCの成果」は

IMC活動の結果要因，そして「統合範囲」や「統合戦略」，「統合様式」

P₇ P₃

P₅

P₁

P₆

P₈

フィードバック P₉

P₂

P₄

組織内支援過程
顧客データベース
情報技術
顧客志向のプランニング
部門横断的な調整
マネジメント能力
トップマネジメントの支援
全社的視点

統合範囲
戦術的水準
機能的水準
戦略的水準

統合戦略
オーディエンス
関係性のタイプ
メッセージ
メディア・チャネル

統合様式
一貫性
カスタマイゼーション
相互作用性

中間レベル
・顧客情報
・顧客認識
・顧客満足

戦術的成果
顧客反応
・行動的
・イメージ
・認知的
・情緒的

戦略的成果
・ブランド資産
・ブランド価値
・市場シェア
・収益性

IMC成果

図４　 Tafesse & Kitchen（2017）による IMC の統合的枠組み

　　注：図中の Pは命題（proposition）を意味する。
　出所：Tafesse & Kitchen (2017), p. 5により作成。
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は IMCの構成要素となる。IMCの計画立案と実行に適した環境を醸成す

るための「組織内支援過程」には，顧客データベースを主要な支援手段と

見なし（Nowak & Phelps, 1994），全社的視点や SWOT分析，そして機能横

断的管理などを重視すること（Duncan & Moriarty, 1998），顧客中心の視点

や情報技術，広告会社との調整（Kitchen & Schultz, 1999）などが含まれてい

る。IMCの構成要素の１つである「統合範囲」は，次の３つの水準に大

別できる。第１に，戦術的な水準の IMC活動（短期的目標達成のために，１

回キャンペーンとして企画・実施されるコミュニケーションの水準），第２に，

機能的水準の IMC活動（消費者視点に立ち，より長期的な目標達成のために，

データベースと複数のメディア・チャネルを活用して実施するマーケティング機能

の水準），第３に，戦略的水準の IMC活動（長期的な成果を目指して，マーケ

ティングという範囲を超えて，組織内の諸過程を機能横断的に推進する水準であり，

統合の範囲は組織全体に及ぶ）がそれである。「統合戦略」の構成要素には，

ターゲット・オーディエンス，関係性のタイプ，メッセージ及びメディ

ア・チャネルが含まれる。「統合様式」とは，統合戦略を具体化したもの

であり，コミュニケーションの一貫性，相互作用性，カスタマイゼーショ

ンなどに関する決定である。ターゲットに合わせてメッセージをカスタマ

イズすることにより，自己への関連性を高め，情報処理動機を高めること

ができる。結果要因の「IMCの成果」については，戦術レベルではキャ

ンペーンに対する消費者の心理的・行動的な要因であり，従来の広告効果

に相当する。中間レベルの成果は，顧客との中長期的関係構築に活用でき

る顧客に関する情報や知識である。そして戦略的レベルの成果にはブラン

ドエクイティやブランド価値，市場シェア，収益性（ROIなど）などが含

まれている。最後は「フィードバック」に関するものである。上記で検討

した３つの枠組みのどれもフィードバックを明示していないと指摘しなが

ら，顧客反応及び組織と内部で行う効果測定や評価をフィードバックと見



84

なし，とりわけ組織の学習に与える価値を重視している。

　岸（2016）は，Tafesseらの枠組みについて「現実のデータにより検証

されていないが，統合を範囲，戦略，様式の３段階で捉えることにより，

異なる見解を整理し，成果の生じる過程を包括的に説明した点が評価でき

る」と述べている。このように，IMCの概念や枠組みはまだ発展途上に

あり，今後さらなる精緻化の余地が残されている。

４．IMC概念をめぐる論争

　IMCの概念が登場した1980年代後半から学界や実務界の間で IMCの理

論的妥当性について活発な議論がなされた。主な論点は，「IMC」という

概念が新しいものと言えるのか，それとも目新しくもない概念なのかを問

う議論であった。IMCに対して否定的な見解を取る研究グループは，「統

合（Integration）」の概念及び必要性は以前から議論されており，小規模の

コミュニケーション・パートナーや企業のマーケティング部門は常にコミ

ュニケーション問題を「統合」という観点から扱ってきたと記述している

（Miller & Rose, 1994 ;  Sloan, 1994）。また，IMCはマーケティング・コミュニ

ケーションの組織問題への単純かつ短絡的な解決策であり，理論や手法が

確立された概念ではなく，全社的品質経営（TQM）やリエンジニアリング

（Reengineering）などといった一過性の経営手法に過ぎないという主張が提

起された（Cornelisson & Lock, 2000）。

　さらに，IMC概念の理論的価値を否定する研究者は，IMCがニュー・

パラダイムまたはニュー・コンセプトとして成立しない理由として，まず

はそれがどんなものかを説明できる合意された定義が必要であるが，それ

が存在しないことに加えて，一般に受け入れられる測定モデルが存在しな

いことが挙げられた。しかし，Schultz & Kitchen（1997, 2000）は，IMCの

概念的定義がまだ不明瞭でかつ理解の困難さがあることは認めるが，パラ
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ダイム論的な観点から，そうした不明確さがあるのは当然だと主張しなが

ら，もうすでにニュー・パラダイムにつながる十分な進化が行われている

と強調した。

　このように，IMCという概念を新しいものとして捉える研究グループ

は，見方によってその概念が目新しいものではないかもしれないが，多く

の新しい原理は既存の概念を再定義したり，あるいは他の学問の原理を新

たに解釈したりすることで構築されるものと主張した（Duncan, 2002 ;  

Gould, 2000）。こうした見方の研究者らは，まず IMCの中核は「戦略

（Strategy）」にあると主張し，以前から存在していた多様な分野のメッセ

ージを戦術レベルで調整するのではなく，大きな１つの戦略（Big Picture）

の下で個別分野のメッセージを統合していく「戦略的統合」という点で斬

新な発想であると主張した（Duncan & Caywood, 1996 ;  Duncan & Everett, 

1993）。また，Hartley & Pickton（1999）は「IMCの概念は新しくないが，

それを管理するプロセスが従来のものとは全く違う」と主張し，Schultz

（1996）は「IMCとは，説得コミュニケーション・プログラムの多様な形

態を考慮し，企画・適用する根本的に異なるアプローチである」と強調し

た。

　こうした IMC概念の妥当性についての議論は，その概念が提案された

最初の10年の間に集中しており，コミュニケーション環境の急速な変化に

よって新たな IMC概念が提案されはじめた2000年代以降は大幅に減少し

た。科学革命の観点から，こうした新たなパラダイムの提案が行われる場

合，既存の理論を支持する側と新たな理論を支持する側の議論は，ニュ

ー・パラダイムが提案されるその過程でごく自然な現象であると見てい

る。新たなパラダイムとして IMCを主張する研究グループは，たとえ論

者の間でその概念のコンセンサスが得られていないとしても，依然として

IMCは有用なヒューリスティックを提供していることから，論点に対す
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るスキーマ的思考の枠（論点になるべき対象を性格づけるフレーム）を提供し

ているものと主張する（Gould, 2004 ;  Schultz & Kitchen, 1997）。

　パラダイムとしての IMCを具体的に評価するために，Kang（2016）は

業界における現実的な行動変化を調べる必要があると主張した。彼はこれ

までの多くの先行研究をレビューし，実際に IMCが現場で実現されるた

めには解決すべき課題が多々あると指摘した。そして，その課題として取

り上げたのが以下の５点である。第１に，IMCを実行するためには経営

者の認識や企業組織の構造的変化を捉えていく必要があること（Schultz & 

Kitchen, 1997 ;  Šeri  et al., 2015），第２に，コミュニケーション・パートナー

組織の構成や役割に変化が必要であること（Prensky, McCarty & Lucas, 1996 ;  

Schultz & Kitchen, 1997 ;  Schultz et al., 1993），第３に，IMCのケイパビリティ

（capability）を持つマネジャーの養成・確保，そしてその人たちへの支援が

必要であること（Eagle & Kitchen, 2000 ;  Schultz & Kitchen, 1997 ;  Luxton et al., 

2015），第４に，環境変化に応じて広告主からコミュニケーション・パー

トナーなどに支払われる報酬制度の再確立（Prensky et al., 1996 ;  Kerr & 

Drennan, 2010），第５に，IMC効果の評価指標を開発すること（Schultz & 

Kitchen, 1997 ;  Swain, 2004 ;  Patti et al., 2015 ;  Porcu et al., 2017）などが挙げられ

る。

Ⅳ．IMC研究の発展過程

１．IMC概念の精緻化過程

　「IMC」という概念に対する総論的な議論がある程度進んだ段階では，

より具体的な特定の問題に焦点を当てた細かなテーマでの研究が行われる

ようになった。これらの研究は，IMCをさらに精緻化させるだけでなく，

その概念についての理解を漠然としたものから明白なものへ，不正確なも

のから正確なものへと発展させることができるようになった。こうした議
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論の過程を経て，新たに提案された IMC概念は企業で扱うすべてのコミ

ュニケーション領域を包括しており，特に企業を取り巻く環境の変化に応

じて，企業のコミュニケーション行動がどのように変化すべきかについて

の議論の延長線上に存在すると言ってよいであろう。もはやコミュニケー

ションの中心は企業ではなく消費者であることは議論の余地はない。こう

した状況で，企業は消費者とのコミュニケーションのあり方がどうあるべ

きか，そしてそれを成すために必要なものは何かを考えなければならな

い。実際に，こうした問題は IMC概念の精緻化の過程で大いに議論され

るようになった。本研究では，こうした概念的枠組みの中で，これまでど

のような IMC研究がなされてきたのか，特に最も活発に議論されてきた

５つの研究テーマを取り上げ，検討することとした 8）。

　１つ目のテーマは「IMCとブランド」の関係である。企業の IMC活動

におけるブランド価値の重要性が認識されるにつれて，IMCとブランド

の関係をテーマとする研究が盛んに行われるようになった。２つ目のテー

マは，「IMCと組織」の関係である。IMCの中核が環境変化に応じたマー

ケティング・コミュニケーション・プランニングの抜本的な見直しにある

としたら，それは具体的にどのようなものであり，そして，それを実行す

るためにはどのような組織体制や業務プロセス，組織志向性（市場志向，

学習志向，ブランド志向など）を持つべきなのかという議論がなされている。

３つ目のテーマは，「IMCとメディア」の関係である。IMCは広告の枠を

超えてブランドと顧客とのあらゆるコンタクト・ポイントを有効に活用す

るという考え方である。それゆえ，今後は多様な消費者接点の効果を分析

するための指標開発の研究が求められるであろう。４つ目のテーマは，

「IMCの効果」に関する研究である。「IMC」という概念が過去のコミュ

8）　本研究は，過去の著者（姜，2011）の研究を新たな視点に立って一層発展
させたものである。
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ニケーションパラダイムと全く違うものであるとしたら，少なくともその

考え方やアプローチは従来の効果測定や評価モデルでは補いきれていない

部分を新たな枠組みに取り入れなければならない。この課題が解決されれ

ば，効果研究は今よりもっと本格化されると考えられる。最後のテーマ

は，「マーケティング・コミュニケーションの各手段と IMC」の関係であ

る。IMCは広告，PR，販売促進，人的販売など多くの手段を活用してい

る。したがって，各分野で IMCをどのように捉えているのか，例えば，

Schultz & Kitchen（2000）は「IMCに対する批判は主に PR実務家の立場

に立つものであり，彼らは IMCが自分たちの仕事を奪おうとしていると

警戒している」と述べている（p. 18）。こうした議論もやはり IMCの精緻

化過程の中で重要なテーマの１つであったと確認できる。

２．IMCとブランド

　Keller（2016）は，メディア環境の変化によって消費者とのコミュニケ

ーションが困難になったことにより，IMC活動の究極的な目標が消費者

との関係管理，すなわちブランド価値の向上にシフトしてきたことと主張

した。彼によれば，ブランド資産とはブランドと消費者がその間培ってき

た関係の程度を意味するものであると述べた。消費者とのコミュニケーシ

ョンが困難になった状況でも，消費者がその間ブランドと結んできた関係

は，今後のコミュニケーションに大きな影響を及ぼすことになると強調

し，さらに，ブランド資産はブランドと消費者の強い友好的関係を構築す

る上で重要であると述べた。他にも多くの研究では IMC活動の究極的な

目的はブランドと消費者との関係強化にあると指摘されている（Kitchen et 

al., 2004 ;  Madhavaram et al., 2005 ;  Kang, 2016）。すなわち，企業を取り巻く環

境が大きく，そして急速に変化している中でも，IMCによるブランド管

理はこれまで以上に重要になっている。
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　IMCが精緻化され，IMC活動におけるブランド価値の重要性が認識さ

れるにつれて，IMCとブランドの関係をテーマとする研究が盛んに行わ

れるようになった（Jankovic, 2012 ;  Keller, 2009 ;  Madhavaram et al., 2005）。特

に，2000年代中盤以降本格的に行われた。例えば，IMC活動がブランド

価値に及ぼす影響を解明した事例研究（Dewhirst & Davis, 2005）や実証研　　　　　

究（Kang, 2013 ;  Luxton et al., 2015 ;  Delgado-Ballester et al., 2012 ;  Porcu et al., 

2017 ;  Šeri  et al., 2016 ;  Stammerjohan et al., 2005），そして IMC活動とブラン

ド資産価値との関係について説明するフレームワークを提案した研究

（Madhavaram et al., 2005）などが挙げられる。しかし，統合の を握る消費

者を対象に IMCとブランド成果の関係を実証した研究はまだ少ないのが

現状である（Luxton et al., 2015 ; Šeri  et al., 2016 ;  姜京守 , 2017）。

３．IMCとプランニング

　IMCの中核が環境変化に応じたコミュニケーション方法の変化にある

としたら，コミュニケーションのやり方やプランニングの方法が具体的に

どうあるべきかを議論することは不思議ではない。これらの問題を取り上

げた研究は実際に多くなかったが，それらの研究によれば，送り手が一方

的にメッセージを送り出した過去とは違い，今では一般消費者が意思決定

力と統制力を持つ「パワーシフト（power shift）」が起きているとしている。

このことから，プランニングの出発点は企業視点ではなく消費者視点に立

つことが重要であると主張した（Barnes, 2001 ;  Schultz, 2000）。すなわち，

変化したコミュニケーション方法の中核は，消費者中心であり，メディア

ニュートラル（media neutral）のアプローチである。メディアニュートラ

ルとは，まずはテレビや新聞といったマス媒体を使うことや，これまでに

定説化された媒体の特徴などを一旦白紙にし，ニュートラルな見地におい

て広告，マーケティング戦略を思考する方法である。日本では，一般にゼ
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ロベースプランニングと呼ばれるものである。

　Schultz（2000）は，こうした消費者中心のプランニングのコアとして　　　　　

5Ｒと呼ばれる反応性（Responsiveness），関連性（Relevance），受容性

（Receptivity），再認（Recognition），関係性（Relationship）を取り上げた。な

お，Barnes（2001）はデータベースを通じた消費者インサイトの獲得から

効果測定に至るまでのプロセスを図式化した IMCプランニングモデルを

提案した。つまり，IMCプランニングの中核は，ブランドと消費者との

関係性を強化することにあり，消費者とメディア環境が大きく変化する状

況の中で企業の視点ではなく，消費者視点から彼らとの真の信頼関係を築

いていくものだと考えられる。

　しかし，全体的に見ると，多くの研究が IMCというニュー・パラダイ

ムの到来によってプランニングの根本的な変化については言及しているも

のの，実際にその変化によってプランニング手法がどのように変わってい

くのかという問題を取り上げた研究は少ない。また，メディア環境と消費

者環境の変化は依然として進行中であり，IMCの取り扱う内容が極めて

広範囲に及んでいることから，プランニングがどうあるべきかという合意

された方法はいまだ存在していない。実際に，IMCの定義で見られる消

費者以外のステークホルダーを対象としたプランニング作業や，ブラン

ド・コミュニケーションを超えて組織内部または全社レベルのコミュニケ

ーション・プランニング，そして各レベルにおけるコミュニケーション統

合の具体的な方法についてはまだ手探りの状態が続いている。

４．IMCと組織

　IMCの中核が，観察対象を構成要素に分解して分析する要素還元主義

から脱皮し，統合的思考や消費者中心のゼロベース（zero-based）思考にあ

るとすれば，異なる機能間のコラボレーションを促進させる組織及びプロ
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セスの調整，蔓延している各部門の利己主義（egoism）を克服する企業文

化を構築すべきである（Hartley & Pickton, 1999 ;  Schultz et al., 1993 ;  Schultz & 

Kitchen, 1997）。なお，一部の研究では企業の IMC発展段階によって組織

構造のタイプも変化を見せてきたと指摘している（Duncan & Caywood, 

1996 ;  Kitchen & Schultz, 1999 ;  Schultz & Schultz, 1998）。すなわち，統合の初

期段階では単にマーケティング・コミュニケーション機能の相互接続性を

認知するプロセスを企業内に備えることになるが，次第に１つの部門です

べての機能が統合される段階，そしてコミュニケーション機能がマーケテ

ィングやプロモーションレベルを超えて企業内の他の機能との統合が行わ

れる段階にまで発展することができると指摘している。

　Gronstedt（1996a）は，ベストプラクティス企業の担当者とのインタビ

ュー調査の結果をもとに，企業内のコミュニケーションプロセスや組織構

造のタイプ，組織文化の違いによって，その成果がどのようなものであっ

たかを報告した。Gronstedt & Thorson（1996）はコミュニケーションの統

合環境において最も適切なコミュニケーション・パートナーの組織構造　　　　　

のタイプを明らかにし，各タイプの長所・短所を検討した。また，

Gronstedt（1996b）は組織やプロセスの観点からコミュニケーション・パ

ートナーが IMC実行の主体である広告主企業をどのようにサポートでき

るかを説明している。しかし，IMCの環境下における組織構造のタイプ

と経営成果の問題を取り上げた研究は未だ極めて少ないのが現状であり，

特にコミュニケーション環境の変化が本格化した2000年代以降，そのよう

な研究は皆無に近いまま今日に至っているのである。

　IMCの概念が提案された後，組織レベルでどのような変化が起こっ　　　　　

たかを調査またはケーススタディを通じて分析した研究もあった

（Cornelissen, 2001 ;  Grunig & Grunig, 1998 ;  Hunter, 1997）。最近の IMC研究は，

IMCを計画し成功裏に実行するためには組織の変革が必要不可欠である
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と主張しているのに対し，2000年以前の研究の多くは組織構造のタイプに

特異な変化は見られなかったと報告している。例えば，Hunter（1997）は

組織内におけるコミュニケーション機能の統合に向けた動きが見られなか

ったことを報告しており，Grunig & Grunig（1998）はベストプラクティ

ス企業の事例研究を行い，組織構造のタイプが IMCの計画と実行に特段

の影響を与えるとは思えないと主張した。

　コミュニケーションの方法や組織の変化は，根本的な環境変化ととも

に，企業の必要性によって2000年以降から本格的に始まった。Kang（2016）

は，マーケティング環境の変化によって広告主と広告代理店の組織や業務

プロセスに大きな変化が検出されたことを発見した。例えば，業務プロセ

スにおいては代理店と広告主，そして広告主企業内の各部門間の連携が強

くなるなど少なからぬ変化があったことや，組織と関連しても企業と代理

店がマーケティング戦略を強化したり，IMCを担当する部門を新設する

傾向を見せたと報告した。加えて，これらの変化は人的構成から組織文化

に至るまで企業全体に及んでいることが指摘された。

　一方，組織改革において最も困難な作業の１つは組織文化の変化と言え

るであろう。組織が変わっても，それを運用するメンバーの認識が変わら

なければならないからである。組織文化をテーマとした研究は，企業や代

理店の実務家及び経営者の認識調査を行う過程で組織文化に関するいくつ

かの質問項目が盛り込まれ，部分的に検討されていた。「企業文化」を１

つの独立したテーマとして取り上げた研究は，最近発表された Porcu et 

al.（2017）の研究を除けば皆無に近い（Kang, 2016；Eagle & Kitchen, 2000 ;  

Madhavaram et al., 2005）。Kang（2016）によれば，ほとんどの組織では「変

化を避け，完全ではないが，心地よい」従来の働き方を固守しようとする

慣性が働き，統合という変化に抵抗を感じるものであると指摘する。した

がって，統合の必要性については理論的な考察のみにとどまらず，組織文
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化そのものを変化させる上で役立つ，⑴ IMCに対する経営陣の認識変化，

⑵ 「学習する組織（learning organization）」文化の構築，⑶ 企業内のマーケ

ティング担当者とコミュニケーション担当者との相互信頼（mutual trust）

構築，そして ⑷ コミュニケーション・パートナーとの信頼とパートナー

シップ強化などが重要であると指摘している。

５．IMCとタッチポイント

　ニューメディアが数多く出現し，それによって既存メディアの効果が減

少し，消費者のコミュニケーション行動も大きく変貌している。このよう

に，マーケティング・コミュニケーションを取り巻く環境が大きく変化す

るにつれて，次第に IMC概念もより精緻化され，その適用範囲もさらに

拡張されるようになった。それによって，企業の消費者とのコミュニケー

ションがかつてよりはるかに難しくなり，企業は多様なコミュニケーショ

ン手段を活用してオールドメディアの効果減少を埋め合わせようとしてい

るが，多くの先行研究では，企業は以前と比べてメディアの選択が著しく

困難となり，もはやテレビや新聞などといったマスメディアに依存する時

代はとっくに過ぎたと指摘している（McArthur & Griffin, 1997 ;  Nowak, 

Cameron & Delorme, 1996）。IMCの環境下ではブランドに関する情報を獲

得・経験できるすべての手段をコミュニケーションの接点（Contact Point）

と定義し（Calder & Malthouse, 2005 ;  Chattopadhyay & Lanorie, 2005），コミュ

ニケーションの接点を戦略的に管理することが IMCのプランニング作業

において最も重要な課題の１つである。

　コミュニケーションの問題において消費者が意思決定力を持つようにな

り，そして企業が一方的にメッセージを投げかけるのではなく，消費者が

知りたいメッセージや情報を伝達することが重要になっていることから，

IMCの文献では「メディアニュートラル」なアプローチ，すなわちメデ
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ィアのゼロベースプランニングが求められていると指摘する（Cornelissen, 

2003 ;  Nowak et al., 1996）。コンタクト・ポイントに関する初期の研究は，

概して企業が過去に比べて多様なメディアを活用していることを報告して

いるが，それは理論的な考察のみにとどまっており，実際にゼロベースア

プローチはほとんど導入されていない，ということを指摘している（Low, 

2000 ;  McArthur & Griffin, 1997 ;  Nowak et al., 1996）。また，Nowak et al.（1996）

は消費者データベースのほとんどは的確な消費者接点を選択し，評価する

上で不十分であると主張し，コミュニケーションの接点に関する既存の研

究が単なる接点の活用度を調べることにとどまり，それぞれの接点がどの

ようなコミュニケーション効果を生み出すかを明らかにした研究は非常に

少ないことが確認された。

　ゼロベースプランニングまたはメディアニュートラルは，コミュニケー

ション接点の評価と関連した実証的研究と，それに基づいた接点の戦略的

管理が必要不可欠であると言えるが，2000年代中盤からは消費者が認識し

ているブランド経験の構成要素とコミュニケーション接点との関係性を解

明する研究が行われた（Chattopadhyay & Laborie, 2005）。Chattopadhyay & 

Laborie（2005）は，コミュニケーションの接点を評価するための方法論と

も言える「マーケット・コンタクト・オーディット（MCA :  Market Contact 

Audit）」を紹介した。Cho et al.（2012）は，MCA評価モデルを用いて消費

者のブランド経験を「感覚的」，「感性的」，「知性的」，「行動的」という４

つに分類し，コミュニケーションの各接点との関係を解明した。

　2000年以降は，ニューメディアとオールドメディアが交錯するなかでニ

ューメディアの効果についての研究が盛んに行われてきたが（Kanso & 

Nelson, 2004 ;  Sago, 2011 ;  Spiller, Tuten & Carpenter, 2011），その中でも特に消

費者の複数メディアの同時使用に関する研究が活発に行われた（Pilotta, 

Schultz, Drenik, and Rist 2004 ;  Pilotta & Schultz, 2005）。一方，Hatcher（2005）
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はメディア・プランニングにおいて，もはやリーチやフリークエンシーは

意味がなくなり，ブランドと消費者の相互作用に重点を置く「コンテキス

ト・プランニング（Context Planning）」概念を初めて紹介した。

　以上のように，コミュニケーションの接点をテーマとした実証研究はあ

る程度活性化され，一定の成果を上げているものと考えられる。すなわ

ち，コミュニケーションの接点をテーマとした研究がキャンペーンやメッ

セージの効果研究を凌駕したという点は注目に値する。

６．IMCの効果

　IMCキャンペーンの効果やメッセージの効果測定の問題は，パラダイ

ムとしての IMCの正当性を揺るがし，脅かすものであった。Cornelissen 

& Lock（2000）をはじめ多くの研究者は，IMCがニュー・パラダイムの資

格がない最も大きな理由として，不明確な概念的定義と効果測定モデルの

欠如を挙げた。この２つのテーマは，実際に互いにつながっているもの

で，IMCの定義が明確に定まっていないのに，何を測定すればよいかが

不明確であることは当然のことであると，これらの文献は主張する

（Cornelissen & Lock, 200 ;  Schultz & Kitchen, 2000 ;  Swain, 2004）。

　不明瞭な IMCの概念的定義の欠如が IMC効果測定の障害となっている

が，効果測定の困難さは IMC概念がある程度精緻化された2000年代に入

ってからも依然として挑戦的な課題である。具体的に見ると，第１に，マ

ーケティング・コミュニケーションの各分野の異なる効果測定モデルが欠

如していること，第２に，１つのメディアの効果を測定してきた従来の効

果測定のツールではなく，IMCキャンペーンの統合効果が測定できる枠

組みが欠如していること，第３に，IMCが反映されているシナジー効果

の測定が困難であること，第４に，統合の を握る消費者を対象とした効

果測定の枠組みが欠如していることなどが挙げられる。IMCというニュ
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ー・パラダイムの本質的な意味を考えると，克服すべき効果測定の課題が

過多であるため，当該問題は今日の IMC研究においてもその動向が注目

される大きな課題となっている（Ewing, 2009 ;  Šeri , 2016 ;  Kang, 2016）。

　マーケティング・コミュニケーション・プラグラムの測定は，古くから

マスメディア中心の製品広告の効果を測定するために開発されたものであ

った（Schultz, 2011）。プログラムの効果は，ほとんどが消費者行動に依拠

しており，コミュニケーションの心理的効果を扱う効果階層モデル

（hierarchy model）に基づいて行われた。すなわち，広告メッセージへの反

応がある順序に従って起きるという仮定のモデルであった。その反応はそ

の順序がどうであれ，通常，認知的反応，情緒的反応，行動的反応の順番

で起きると仮定され，代表的なモデルとして AIDMA, DAGMARなどが挙

げられる。なお，歴史的にマーケティング・コミュニケーションはマスメ

ディア広告が中心であったがゆえに，その効果測定もマスコミ４媒体を中

心に行われてきたことは周知の通りである。

　しかし，新しいマーケティング・コミュニケーションの概念の下では従

来の測定システムには反映されていない新たな要素を考慮した評価システ

ムを開発しなければならない。まず，デジタルメディアを自由自在に使え

る消費者の登場と彼らによる主導的なメッセージの活用，１つのメディア

のみを使用していない消費者のマルチメディアの利用及び活用などによ

り，新たなメディアの効果測定において従来の方法はもはや有効ではな

い。また，広告という枠を超えて他のコミュニケーション接点の管理は広

告とは全く違う形で行われる。例えば，プロモーションやパッケージ，そ

してブランドのマイクロサイトのような他のコミュニケーション接点の効

果を従来の「認知→態度→購入意向」といった広告効果階層モデルを用い

て測定することは無理があるだろう。IMC活動は広告コミュニケーショ

ンにおける１つの媒体活動ではなく，様々な活動を行った結果であり，し
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たがって，顧客との多様な接点をつくる活動の結果を総合的に評価する枠

組みが必要である。なお，その過程においてメディア間のシナジー効果が

発生する場合，そのシナジーは非常に重要な測定要素として見なすべきで

ある（Ewing, 2009）。

　こうした状況の中でも IMC効果を消費者の行動的アプローチではなく，

財政的価値（例：Return on Communication Investment）を中心として測定し

ようとする試みが行われており，これがいまや IMC活動の価値を測定す

る有効なツールとして用いられている（Jung & Robinson, 2005 ;  Narayanan, 

Desiraju & Chintagunta, 2004 ;  Schultz & Walters, 1997）。しかし，一時，学界や

実務界で多くの関心を集めた財政的価値の効果測定アプローチは，個別の

マーケティング・コミュニケーション活動の正確なコストの測定が困難で

あることや長期及び短期のコミュニケーション効果を測定することが難し

いこと，さらに成果と消費者行動との論理的推論が容易ではないことか

ら，まだ広く受け入れられていないのが現状である。

　他にも，IMC効果測定のための尺度開発（Ewing, 2009 ;  Lee & Park, 2007 ;  

Porcu et al., 2017 ;  Wang et al., 2009）や，IMCキャンペーンに使用された複数

の媒体間のシナジー効果の測定（Naik & Raman, 2003 ;  Wang, 2006），そして

IMCキャンペーンの活動内容において統合水準を測定する方法として

「IMC Mini Audit」が開発される（Duncan, 2002）など，IMC効果を測定す

るための様々な研究が行われてきたが，まだ現代的 IMC概念を包括する

測定システム開発までには至っていない。これにより，IMCの効果研究

は依然，困難な課題として残っている。

Ⅴ．考察と今後の課題

　本研究は，過去30年間，とりわけ広告業界において活発な議論が行われ

てきた IMC研究の流れをニュー・パラダイムという観点から分析するこ
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とにより，今後求められる IMC研究の方向性や新たな可能性について検

討してきた。具体的に，本研究は新たなパラダイムが出現し，精緻化さ

れ，定着していくという流れの中で，今までの IMC研究の成果を複数の

テーマごとに分類して考察することで，IMC研究の現状を確認し，今後

の研究課題を模索しようとした。

　分析結果，初期の IMC概念はコミュニケーションの接点を戦略的に活

用することに焦点が置かれ，ニュー・パラダイムを見出すまでには至って

いなかった。しかし，1990年代半ば以降はメディア環境の急速な変化やそ

れによる消費者行動の変化など，新たなコミュニケーションパラダイムが

出現するほどの急激な厳しい環境変化が起こったのである。その後，初期

の IMC概念をめぐる論争が起き，その過程を経験しながら，新たなパラ

ダイムとしての IMC概念が注目されるようになった。すなわち，1990年

代後半に提案された IMCは，初期の IMCとは全く異なるものであり，ブ

ランド・コミュニケーション領域を超えて企業を取り巻くすべてのコミュ

ニケーション領域を包括する概念として進化してきた。こうした新たな

IMC概念は，コミュニケーションの主導権が企業から消費者へと移行す

るにつれて，ただ単に企業が望む方向にメッセージを送る企業中心の統合

ではなく，企業のコミュニケーションの内容や仕方が消費者によって決定

されるという消費者中心の統合であり，その結果，ブランド・コミュニケ

ーションだけでなく消費者に有益なすべてのコミュニケーション問題まで

含むようになった。 すなわち，マーケティング戦略の一部であった IMC

が企業の経営戦略としてクローズアップされるようになったのである。こ

れは，マーケティング・コミュニケーションのメッセージをいかに戦略的

に管理するかという次元ではなく，経営戦略の１つとして，消費者だけで

なくステークホルダーとの関係をいかに管理するというコーポ─レートコ

ミュニケーション問題を取り扱う大きなパラダイムチェンジをもたらした
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ものであった。

　さらに，2000年以降は「IMCとブランド」の関係や「IMCと組織」の

問題，「IMCの効果」の解明，そして「IMCと消費者接点」に関する研究

など多彩な観点から活発な研究が行われ，IMCというニュー・パラダイ

ムに向かって大きく前進したものと考えられる。しかし，そのような有意

義な研究成果はまだ不十分であり，依然として多くの研究がブランド・コ

ミュニケーションの枠組みから抜け出せない状況である。多くの研究が消

費者を対象に広告や広報，販売促進などのマーケティング・コミュニケー

ション効果を把握しているだけで，インターナル・コミュニケーションや

コーポレート・コミュニケーション，そして IMCの組織問題などをテー

マとした研究は少なかった。また，企業側の観点ではなく消費者側の観点

から IMC活動の効果を解明した実証研究もまだ不十分であり，依然とし

て多くの研究が概念的定義や議論に関わる諸側面に重点を置いていること

が確認された。つまり，IMCの接点やメッセージ，またはこの２つを含

むキャンペーンの効果が消費者及びマーケティング的変数によってどのよ

うに変化するのかを分析した量的研究は非常に少なかったのである。これ

は，IMCの効果測定の枠組みがまだ議論の段階にとどまっていることと

決して無関係ではないであろう。

　IMCは，その名称はどうであれ，企業の全般的なコミュニケーション

活動を網羅する統合的パラダイムとして進化してきた。しかし，IMCが

パラダイムとして定着するためにはそれに相応しい様々な角度からの研究

アプローチが必要であり，そのような観点から IMCパラダイムは十分な

精緻化過程を経ているとは限らないと判断される。実際に，これは IMC

だけの問題ではない。急速な環境変化により新しいコミュニケーションの

手法が必要となり，そうしたコミュニケーション手法が絶え間なく変わっ

ていく今日，企業のコミュニケーション問題を取り扱うあらゆる分野の研
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究者が取り組まなければならない課題である。すなわち，今日の IMCは

コーポレート・コミュニケーションの問題をはじめ，それを実行し運営す

る組織の問題（組織構造や組織文化など）など様々な分野との有機的な結合

を図る必要がある。

　IMCは今も変化し続けなければならない。2000年代後半からモバイル

端末やスマートフォンの急速な普及によりコミュニケーション方法の変化

はより一層加速化している。インターネットの恒常性（Constancy）により

消費者の情報探索及びコミュニケーション行動は多様化しており，それは

これまでの変化とは一線を画すものである。つまり，企業のコミュニケー

ション行動の変化はもはや新しい議論の対象ではなく必然的な流れとも言

えるものであろう。本研究は IMCを学術的に紐解くことによってこれま

での IMC研究を包括的に体系化した数少ない試みであり，IMCの学術的

基盤をより一層強化・向上することに多少なりとも貢献できたのではない

かと考えられる。本研究を契機に，今後 IMC研究が多様な角度から活発

な議論や検討が進められることを期待したい。

　付記 　本研究は JSPS科研費30757985（基盤研究 C，研究代表者：姜京守）の助
成を受けたものである。
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